
中国共産党と政策決定（ I ) 

一中共中央主催会議の計量分析試l；命ー

森山昭郎

はじめに

この小論は，中国における政策決定過程を類型論的に検討しようとす

るものである。分析に入る前に，まずこの試みを企図した際の問題意識

についてふれておこヲロ

中国の政策決定に関する研究は，アレン・ホワイティングの朝鮮戦争

介入決定研究によって始まったといえようが，不幸にして従来の業績は

ごくわずかなものでしかなぺこのことは，一般的には資料的制約に起

因するといってもよいて持あろう。この点は，日本外交史やアメリ方的対

外政策研究の場合などとは大きく隔っているといわざるをえない。中国

社会の閉鎖性は，研究者が政府指導者の日記や回想録，あるいは政府の

公文書等を資料として用いることを阻んでいる。最高指導者である毛沢

東の著作や演説でさえ，中華人民共和国建国以後の時期のものは，ごく

最近にいたるまで完全な形で利用することができない状態にあったので
(3( 

ある。このような制約は，従来の政策決定研究を，政策決定者の思考過

程の検討へと方向つ内けてきたように思われよ；資料的な制約が，政策決

定に影響をおよぽす制度的要因を知ることをすら困難なものとしていた
（引

からである。

これらの研究を図式化していえば，政策決定過程は暗箱（BlackBox) 

としたまま，決定を促す状況と結果とから，政策決定者の思考過程を合

理的に推論することによって検討を試みたものであるといえよう（図I）。

しかし，これらによっては，囲内世論（たとえば大衆路線，大衆運動的な

形態），インタレスト・グJレープ（軍部，テクノクラートなど）などに

ついては十分な検討をなしえなかったのである。
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i主
政策決定論は，政策決定者町完全合理性を想定した経済人（economicman）モデ

ルを否定している。それはむしろ．サイモン円いう．合理性に対する認知上向制約

(cogmtive limi恒 onrationality）を踏まえた管理者（administrativeman）モデル

町立場に立っており．従ってそこでは，選択肢の考慮と算定に対する政策決定者

向相対的な合理志向の皮合に対して。その現実的な7分析関心が向けられることに

なる。

野林健「国際危機研究の枠組ー一一CharlesF. Hermann 

の危機決定モデルに関連して」 r社会科学ジャーナル」第11号

しかしながら，右のような困難きにもかかわらず，最近の研究は徐々

にではあるが，中国内政策決定過程に関する知見を増しつつあるように

思われる。プロレタリア文化草命の期間に公開された資料によって，国

防部長彰徳懐の解任過程はほぼ明らかにさ点紅衛兵資料というおびた

だしい資料に助けられて，政策決定単位としての「中央工作会議」の性
(7) 伺｝ (9) 

格，国務院，外交部等の機絡も検討の対象とされた。さらに，従来の研

究業績による知見をもとにして，より包括的な政策決定一般の性格が検

討さ rt~ 毛沢東と劉少奇のリーダーン yプの差異が，政策決定において

どのような違いを有していたか理論的に検討もされてきたのて拘あd
これらの研究においては，明らかに，新たなデータ分析技術や，政策
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決定の一般的，体系的理論による概念装置などの導入が見られる。正し

し理論的にも方法論的にも精級化への試みがなされているといってよ

いであろう。このような関連諸科学の成果を導入していく研究の方向は，

これに対するいくつかの警告 硬直した「モデル」が多様な事象への

適切な対応を妨げたり，逆に特異な個別l的事象の上に新たな「経験的仮

説」が組み立てられ一般的な妥当性が主張されはしないか，というよう

な にもかかわらず，後退することはないであろう。第1に，資料的

制約を乗リ越えて研究対象に接近するためには，しっかりした理論的枠

組とデータ解析のための方法論的発展が不可欠だからである。また，第

2には，対外政策決定と国内政策決定的比較，政治体制を異にする国の

研究成果との比較，あるいは同じくマルクス・レーニン主義政党の統治

する諸国に関する知見との比較という視点が導入されることによって，

中国研究それ自体の深化も促されるのではないであろうか。筆者の研究

関心もまた，この方向にあるといってよい。

注
(!) Whiting, Allen S., China Crosses the Yalu. ・TheDecision to Enter the Korean 

War, The Macmillan Company, New York, 1960. 

(2) ？イケル・オクセンパーグ「現代中国政治に関する英語文献についてJ rアジア

経済』第11巻12号（池井優訳） 78-79ページ．および，宇野重昭編著 r中国共産

党史研究の現段階」アジア政経学会，東京， 1974年，第7章～第10章（森山）事照。

(3）建国以後の著作を r毛沢東選集』第5巻として刊行することは，しばしば表明さ

れていたが，今日まて実現していない。ただ， r毛沢東思想蔦歳』と題する r内
部学習J用問書物均九中国々外に流出L，貴重な資料となっている。 Cf.r毛沢

東思想着歳』 （写真複刻版）現代評論社，東京， 1974年（邦訳，東京大学近代中

国史研究会訳 r毛沢東思想万歳』上・下，三一書房，＇ 1974年・ 1975年，矢吹晋訳

r毛沢東政治経済学を語る』現代評論社，東京， 1974年）; Schram, Scu~rc, 

Mao Tse tung Unrehearsed…Talks and Letters 1956-71, Penguin B 。。ks.

Middl回目， 1974.

(4) もちろん，資料的制約ばかりが政策決定者向思考過程の検討に向かわせたわけで

はない．中圏内場合，明句かに歩数の政策決定者がもっとも重要な政策決定要因

となっている。開放的社会に比べて，中園内場合には，少数のエリートが大衆の

生活向隅々にまで影響をおよぼすような決定を下す位置を占めているといえる。
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えば，石川忠雄氏は「中共外交政策の決定要因」 （同氏著 r現代中囲内諸問題」

慶応通信社，東京， 1967年，所収）において，資料不足のため，制度的過程を検

討することは不可能，として削除しておられる。
(6) Simmonds, ]. D., "P’eng Te-huai: A Chronolog1cal Re ExaminationヘThe

China Quarterly, No 37 (Jan March 1969); 

「彰徳懐意見表明と紅衛兵の彰弾劾文書J r共産圏問題」 1968年9月一10月号

（平松茂雄訳）など事照。
(7) Char唱， ParnsH，“Research Notes on the Changing Lon of Decision in the 

Chinese Communist Party’＇， The China Quarteれか， No.44 (Oct -Dec 1970) 
(8) Klein, Donald、v，“TheState Council and the Cultural Revolution" in Party 

Leaders hi》andRevolullonary Power in China, edited by John Wilson Lewis, 
Cambridge Univ. Press, London, 1970, pp 351宇 372

(9) Gurtov, Melvin，“The Foreign Ministry and Foreign Affairs durmg the 
Cultural Revolution”， The China Quarteれか， No.40 (Oct.-Dec 1969) 

帥 Oksenberg,Michel C叫“PolicyMakmg Under Mao, 1949-68: An Overview" 
in China: M四 agementof a RevolutionaヮSocie仇 editedby M. H Lindbeck, 
University of Washington Press, SO'ttle, 1971, pp. 79 115. 

(I自 Harding,Harry,Jr，“Mao1St Theories of Policy Making and Organization＇’m 
The Cultural Revolution in China, edited by Thomas W Robinson, University 
of Cahfornia Press, Berkeley, 1971, pp. 113 164. 

I 政策決定とタイポロジー

一般に，一国の政策決定ケースは，政策決定機構が持つ「標準作業手

続」によって処理される日常的，常軌的決定と，それによっては対応し

きれず，試行錯誤の内に下される非日常的決定に類別されよう。さらに，

非日常的決定は戦術的戦略的危機決定というように細分化して考え

ることができる。中国の場合も同様であって，ニクソン招請，あるいは

対日国交正常化のような重大決定と，日常的決定の問に大きな差異があ

ることは明白であろう。事実，中国共産党は，日常的工作を処理する為

の機関として中央書記処を設置していたL，また，劉少奇は，一時期，
間

日常的決定を自らの手で下したと述べている。

「毛主席が北京にいなかった一時期，党中央の日常工作は私が主宰



中国共産党と政策決定（ I) 37 

して行なったものである。北京市の各方面の文化革命的状況は，私

が主宰した中央会議で常に報告されていたが，そこて”誤った決定，

許可がなされ，誤った提案に同意が与えられたり

このように，日常的非日常的決定という類別は意味のないことでは

ないが，通常， 日常的決定はその「日常性」ゆえに多くの関心を集める

ことがない。言わば自明のこととして，語られることが少ないからであ
(-1) 

ろう。明らかに「標準作業手続」を熟知した人々の前でなされた，先の

劉少奇の言は，手続そのものについては，何ら語っていなし行いわゆる

危機決定の研究が進んだのは，ある意味で日常性の対極にあるからだと

言える。政策決定者の日記，回顧録などの資料も， 「危機」について語

る所多いであろうから。

残念ながら，中国に関する限り，対外政策，軍事決定にかかわる情報

は，ほとんど利用できない状態にある。様々な資料が圏外に流出したプ

ロレタリア文化革命期にも，中央の指導者はこれらの分野に関する情報

をもらしてはならなしU との発言を繰り返している1~·
それでは，中国における政策決定ケースを取り上げる場合4 どのよう

な類型化が可能であろうか？ 一つの手がかりは，ハーデイングの研究

であよハーデイングは，毛沢東と劉少奇の主張が，政策決定に関して

どのように異なるかを検討し， 1）政策決定過程，ことに選択肢の形成

および政策評価の段階における「大衆参加の度合い」， 2）決定的基準が

ドグマティ yクであるか，プラグ7 ティ yクであるかというこつの次元

によって類~lj を試みた。ハーデイングはさらに，この二次元空間のどこ

に位置するかは，とりあっかう争点領域（issue-area）によって異なる

と論じている。 （図II，表I，参照）

ハーデイングの着想は，様々な関心をそそるものであるが，同時に，

問題とされるべき点がないわけて’はない。まず，問題点を指摘しておく

ことにしよう。
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表 I

Issue-Area Maaist Pasition Liuist Posrtlon 

Ideological and Do且maticmass-line Dogmatic mass-line 

doctrinal questions 
Pol山cal,so口al, Do呂田aticmassーline Pragmatic mass-line 

and macro economic 
ouest1ons 
Technical and Pragmatic mass令 lir

。mana且enal(micr 
economic) questions 

第1の次元，すなわち「大衆参加」の高低について言えば，概念上の

不明確さはおおいがたい。政策決定過程に「大衆」が「参加」するとし

て，それはどのようにしてなされるのか。また， 「参加」するとは何を

意味するのか，などの疑問は明確にされていない。なるほど「問題解決

に際しては，大衆の意見に依拠する」という言葉を中国指導者の発言や

著作の中に見出して， 「大衆」が「参加Jすることを求めているのだ，

と論ずることはできょう。だが，これ自体は，毛沢東であれ劉少奇であ

れ，多カ寸L少なかれ尊重しているのてeぁg＇， この様な次元を，政策決定

様式の重要な構成要素ないし次元として提起するならば，むしろ，国内

世論の表象としての大衆路線，大衆運動などの形態と関連させるべきで
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はないであろうか。この点は，後に詳しく述べることとしたい。

これに比べて，第2の次元，判断基準がプラグ7 ティックかドグマテ

ィックか，という点については，用語の土でも，その意味内容の上でも

疑問を禁じえない。教義（doctrine，としての毛沢東思想，あるいは毛

沢東主義）は，現実の事象に基ついて提示され，かつ，それ自身が現実

の事象によって検証されるのだから， ドグマティックであることは，同

時にプラグマティ y クなのだ，と論ずることもできるからである。

これらの問題点にもかかわらず，ハ ディングの提言は，われわれを

実際の政策決定ケースの検討へと導〈手がかりをふくんでいる。すなわ

ち，彼のいう第1の次元である。毛沢東思想における大衆路線が， 「大

衆自身の願望」をすくい上げ， 「大衆のなかから集約したものを，ふた
帥

たぴ大衆のなかへもちこんて’堅持する」ものであるとすれば，これは，

大衆が指導者に対して持つ役割期待（roledemand）に応答し，政策に

関する意見を調整L，また，世論の支持を求めることであるといえる。

このように考えるならば，ハーデイングが示し得なかった，政策決定

過程における具現的形態を把握することが可能であろう。すなわち，中

国共産党に即して言うならば，各レベルでの党委員会幹部，中央各部門

の下級幹部がどの様な規模で，どのような形式で意見を表明し，決定に

影響を及ぼし，党中央の決定を支持したのかを検討の対象とすることが

できるのであよ毛沢東はかつて省・市・地区委員会の書記を召集し，

彼らに「農業合作化」の推進を訴えることによって，合作化運動の高潮

を迎え点また，社会主義教育運動をめぐる「桃園の経験」に学ぶのか，

「大築」に学ぶのかの論議は，いづれがよりよく「大衆の願望」を反映

するのか，よリ正しいのかという論争であり，世論の，あるいは官僚の

支持の調達に他ならなペ

われわれは，このような視点から中国共産党の政策決定過程に接近す

ることができると考える。先に指摘した政策決定者の思考過程の検討が，

このような要因を十分に分析できなかったことを思えば，このようなア
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プローチの重要性も明らかである。

;3'; 

（！）肝林健「付外政指iJt•，；：過屯町商咋＇＂＇i'的Y；察J r1,;J志社アメ＇）ウ研究」担 IIザ

1975 •1'3 I I. pp. 4～ 5、

(2) 中央書記処町役訓については，盟l小平「党章の改正についての報告l r中国共康

党第8回全国代表大全文献J堪」外士出版社，北京， 1956年，第1巻 279ページ事

回。＂＇＇＇＂処自体は，第 9回全国代表大会（以下， 9全士会）以後，事を消してい

るが，日常活動を処理するために， 「精鋭化した，能率的な機構lをもうける，

との規定が免規約に見える。岩村三千夫編 r中共九全大会』青，，，出版社，東京，

1969年， 77ページ；＇＂＇国共 F党第卜次全国代表大会文｛判じ編』人民出版社，北

京， 1973年， 65ページ。

(3) 劉少奇「自己批判；＇ rJ r毎日新llfiJ1967年 1月28～29日（原文は，中共研究雑誌

社編 r劉y奇問題専輯」古北， 1970'1''621-625ページ。）

(4) 般にそうであろうし，中図的場合，インフォメ ンヨンが絶対的に不足してい

るニとは先に述べた。かろうじて，地方向党委員会に閲する資料によって，中央町

機構内部町作業手続が類推されているにすぎない。 Cf.Barnett, A. Doak, Cadres, 

Bureaucr.回 y,and Politico/ Power in Cり•mmunist China, New York, 1968, 

許冠三「•！•共（（~箆委制興l具体領導J r祖国』第15！田， 1965年6月号； ＼idι恒「論誕

委」 『祖国」串33）明， 1966年12月号。

(5）劉合奇の自己批判は中央工作会議内席上行なわれたといわれる。

(6）陳伯達（『サンケイ新lltl』1967年4月27日）張春橋（＇日本経済新 lltl』1967年4月

15日）などの発言参照。

(7) Harding, op. cit J‘Theories of Policy-Making”， esp. pp.117-142. 

(8) たとえば， WJ少奇「党についてJ (1945年5月， 7全大会規約改正報告） r盤風

文献』国民文麿版， 137ベージ；同「江訂i青への手紙J(1964年）『井岡山』 1967

年2月l日など。

(9) また，ドグ7 ティックかプラグ7ティ yクかという区別は，決定ケースに照して

判断されなければならず，同 町毛沢東なり劉少奇なりの著作発言などに依拠

したとしても，同一円「基準」によったとは言えなくなるのではないだろうか．

(IO）毛沢東 r閑於領持方法的若干問題」 r毛沢東選集』（合訂 巻本）人民出版社．

北京， 1969年， 855ページ。また，このような王張は劉少奇にL見出せる。前掲

「党についてJなど参照。

ω このような見方を裏付けるものとして，毛沢東町次の発言を挙げることは不適切

であろうか。

「同志諸君，諸君円うちには各方面，各地方向方々がお句れ，各省委員会，地

区委員会，県委員全の方々がおられ，企業向党委貝告の方々がおられ、また，

中央各部門的方々がおられる．諸君のうちの多数は比較的に下部に近い方々で，

われわれ中央常務委員会，中央政治局および中央書記処の同志たちにくらべて，
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ずっとよく情況や問題を理解してお句れるL，きりに，諸君はさまざまな異な

ったポストにおられて，さまざまな角度から問題を提起できる状態にあった。

だから，諸君から意見を出して〈れるようお願いしたのだ。J

毛沢東「在r大中央工作会議上的講話J，前掲『高歳＇ 399ページ（邦訳， I前掲

r万歳』下， 13ベジ）。

こ町提言は， 1962年1月， 7千人以之の幹部を集的た拡大中央工作会議でなされ

たものである。閉会議が，拡大会議として聞かれた唯一円中央工作会議であり，

党向指導的中核が，毛，劉2つのグループに骨裂を始めたという占を考えあわせ

れば，上記の毛町発言は重要な立味を持っと言わなければならない。越聡「文革

運動歴程述略』第1巻，』Z聯研究所，香港， 1971年， 30-31ページ事照。

自由 徳田教之氏は， 1955年当時的毛沢東にとって，当面の課題は農村町党幹部に自信

をもたせることであり， i寅説的主題は大衆運動の主動的創出にあったとされる。

まさに，「信念」を披挫することによって，政策的正しさを訴え，支持を調達し

ようとするのに他ならなかったと言えよう。徳回数之「農業合作化問題と『毛沢

東主義』町起源」 rアジア経済』第16巻2号（1975'F2月） 12および15ベ 'J. 

(I母 Baum,Richard, Prelude to Revolution .. Mao, The Parり， andThe Peasant 

Question 1962 66, Columbia Univ. Press, New York, 1975, pp. 83-89, 

Burchett, Wilfred, China: The Q削 H伊 ofL砕（兜念年訳 r中国見附録』南哩

出版社，香港， 1975年）第6章および第7章， r人民日報』 r紅旗J r解放；1（報』

編集部 r中国農村における二つのi1'iの闘争』 外丈出版社，北京， 1968年， 29-

30ベジ。

II 政策決定機構と争点領域

政策決定研究において，タイポロジー研究の果した役割については詳

述を要すまい。われわれはすて酬に，危機決定に関する多数の業績を限に

することができる L，幾つかのタイポロジーを組み合せた複合的研究を

"' もその成果として挙げうる。われわれの議論も，これらの業績に負うと

ころ大きいことは言うまでもない。

さて，われわれは，きさに，ハーデイングの言う「大衆参加」の次元

を，園内世論の表現形態に結ひ同つけて論ずべきことを主張したが．より

具体的にこれを検討することとしたい。政策決定にさいして， 「大衆路

線」が実現されるとすれば，それはどのようにしてであろうか。ここで

問題とされるべきは，政策決定機構のありょうではないであろうか。中

国共産党の政策ないし政策綱領は， 「中共中央Jの名をもって発出され
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るのが通例であるが，このような名て叩'T＇ばれる政策決定機構（組織，あ

るいは単位と呼んでもよいて、あろう）が現に存在L，すべてがそこで決

定される， というわけてーはない。多くの場合「中央」は「中央委員会」

の略語と見なしえようが，同時にまた，中央委員会全体会議の閉会期間

中，その職務と権能を代行する政治局．政治局常務委員会（その主席自

身を指すこともあろうが）を意味することもある。最も広いfl：味では，

北京におかれた政策決定機構のすべてを指しており，党のみならず，国

家の行政機締をも含める場合さえ考えられる。

ともかく，党の機関に限定して議論を進めるならば，中央委員会，政

治局，政治局常務委員会等の機関が「党中央」の政策決定機関であると

いってよい。すでに前節でみたように，これらの機関において政策が決

定される際には， 「深〈下部にはいってその事情に身を傾け」 「調査に

もとつ可、て政策をたて」決定をみたのちは， 「実践のなかで，党の決議

が正しいかどうかを点検」することが重要視されている。このため党の

官僚制的中では，各レベルの責任者が定期的に行なう「総合報告」の制

度，幹部カf第一線的現場に赴く「下放」，下級幹部・地方幹部を上級が百

集して行なう会議，電話.m'.報等による遠隔地との迷絡．などが制度化

されている。私｛言の交換や口頭の報告と指示などは言うまでもない。

このような形で官僚制内に制度化されたコミュニケーション・チャネル

が存在しておれば， 7 ルクス・レーニン主義的立場lこ立っかぎり理論的

には「大衆路線」は殊更に主張されるべきではなくなる。「大衆」の「前衛」

としての「党」カヘ意思決定を行なうだけで足りるのである。しかし，

政策決定者のレベルに即して考える時， 「大衆路線」には，異なった意

味を見出すことができる。これを簡単なモデルで考えてみよう（図［［［）。

特定の政策が樹立されるにさいしては，まず，当面する課題が何であ

るかを選択しなければならない。国内政策に関する場合ならば，園内各

地の住民との接触，地方幹部の日常的な状況判断的積み重ねが重要なも

のとなる。いわば大衆世論をすくいあげるという側面も当然含まれるこ



中国共産党と政策決定（ I ) 43 

図lil

党官僚機怖による政策決定モデル

一二
とになる。調査，研究にもとづいて政策樹立の必要性が認識されると，

起案がなされ，党官僚制内部での調整が行なわれる。この段階で，関係

各部との調整という水平的接触と．下級および地方との調整という垂直

的な接触とは同時的に進行すると考えてよいであろう。調整段階をへて，

実行可能な選択肢が整備され，中央によって政策が決定される。樹立さ

れた政策は，中央委員会全体会議（中全会），全国代表大会（全大会）に

送付の上，党の政策として公式化され，執行されるであろうし，公式化

の段階を経ずに執行されることも，事後に報告される場合も，もちろん

ある。

一般的にはいづれの段階においても，官僚制内部のコミュニケーショ

ン・チャネJレや，来訪する各級幹部との接触によって，大衆の側からの役

割期待に応答L，直面する課題に適切に立向うことができる，と言える。

しかし，コミュニケーションの流れは一方向に限定されているわけて’は

ない。また，調整と変調という双方向の流れを考慮した上でも，そのコ
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ミユニケーンヨンの持つ意味を全て説明したとは言えない。たとえば，

政策決定者が大衆を魅了するスロ ガンの形で指示を発出すると，官僚

機構の末端では大衆に対する啓蒙，宣伝活動がなされ．学習運動を通じ

て大衆世論が盛り上る場合もある。また，政策的起案の段階でも，政策

決定者自らが，圧倒的な威信を背景として直接下級官僚，大衆に呼びか

けることによって，支持を調達L，政策決定に関する論争を自己に有利

に進めようとすることもできるであろう。政策決定的各段階において，
,8) 

このような意味を見出すことができょう。

それではこの点を実際的政策決定ケースに即して考察しようとする時，

いかなる事実に着目すればよいて持あろうか。われわれは，一つの試論と

して，次の点を指摘したい。第1に政策決定にさいしては，各種の機絡が

異なった構成人員による各種の会議を開催するであろう。第2に，どの

ような機構が政策的樹立に関与するかは，時期的に異なり，また決定さ

れる内容によって異なるであろう。従って，第 1の点からは，開催され

た会議の種目lj（どのレベルでの会議か），参加者向範囲および人数などを

知ることが必要となる。第2の点からは．それらの会議で，討議決定さ

れた課題が，どのような領域に属するかを検討することが求められる。

特定の時期に特定の機構が集中的に会合を持っているか否か，あるいは

特定の争点領域が，特定の機構と結びついているかを，多くの事例を積

み重ねることによって考察することができょう。その一つの方法は，政

策決定機構が開催した会議ごとに，討議・決定の内容を数量的に把握し，

次のような7 トリ yクスを各時期について作成することであろう。

政策決定機構（ないし政策決定単位）は，公式に設置され，継続的に

政策決定に関与するものと，非公式的，臨時的なものとに大別される。

さらに，その各々は，人的に，あるいは党機構の各レベルの上で，広い

範囲を含むものと，狭〈限定された範囲で討議決定を行なうものとに類
,JOI ,Jo 

別できょう。公式的機構としては，全国代表大会，中央委員会全f本会議
＇＂刷、

が広範囲の出席者を持つL，中央書記処，政治局常務委員会などは非常
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に限定された範囲での会議を聞くことになろう。臨時的，非公式的な機

構としては，特定のテーマを掲げて閲かれる全国会議，あるいは 7全大

会党規約に定められた全国代表会議などが広い範囲を包含すると言える。

狭い範囲での例としては，地方で開催される党中央主催の小規模な会議

このように単純化した議論では，

図

十分などカぜ考えられよう。もちろん，

とは言えない面もあろう。公式の政策決定機絡に，有資格者以外の者が

という考え「大衆路線」いわゆる「拡大会議」の場合など，参加する，

中央各その全ての意味を説明できないて’あろう。しかし，方だけでは，

部の下級幹部などの参加がそこに見出せるならば，右のように仮定して

おくことも可能であると思われる。
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注

(1）野林健・佐々木伸夫「戦争決定的タイポロジー的研究（上hr一橋研究」 25号

特に， 19～27ベージ参開。

(2) Hermann, Charles F. ed, lnternat10na/ Crises・ Insights from Behavioral 
・Res同町h,Free Press, New York, 1972, Brecher, Michael, B. Steirib町 y,J. 
Stem，“A Framework for R田 earchon Foreign Policy Behavior”， Journal of 
Conflict Resolution, Vol 8, No. I (1969); Ro,.nau, James N，“Foreign 
Policy as an Issue-Area'' in his (ed ), Domestic Sources of Foreign Policy, Free 
Press, New York, 1967. 

(3) Schram, Moo Tse-Tung Unrehearsed, op cit, p. 301, n I. 

(4) Jilj節注9害問。また， E自j少奇「中悶共戸7t'1:第8回全国代表大会政治報告J日本国

際問題研究所中国部会編r新'i'I主lit料地成』第5巻，日本国際問題研究所，東京，

197Jif'.，特に254ページ以下参照。

(5）制度そのものについては， i毛沢東「閲於建立報告制度J (1948年1月7日） r毛

沢東選集』前掲， 1263～1265ベージ事照。前掲 r毛沢東思想寓歳」には，報告を

受けての毛沢東町評語がい〈っか見りれる。

(6) こ的ような党官僚制内部門コミュニケーションについて検討したものに，

Oksenberg, Michael，“Metho也 ofCommunication within the Chinese 
Bureaucracy", The China Q削 rterlyNo. 57, Jan.-March 1974, pp.1-39. 
がある。また， Cheng,J. Chester, ed, The Politics of the Chinese Red 
Army: A Translation of the Bulle伽 ofActrvities of the People’s Liberation 
Army, The Hoover Institution, Stanford, 1966. には人民解放軍内部門井級党

委員会と中央革委員会的コミュニケーションの事例が数多〈見Illせる。 e.g.,pp. 

437 441. 

(7）毛沢東は知識分子問題に関連して次のように誇っている。「知lιはいずれも大衆

からくるものである。…問題を決定するのは知識分子ではなし労働者であり，

労働人民のなかで？：さもi手＋ぢ帯分である。 J(1957年7月8日）「上海市井界

人士会議における講話』前掲 r毛沢東思想着歳」 119ページ（邦訳， I前掲 r万才』
c., !65ペジ，傍点引用者）。

(8) Oksenberg，“Policy Makmg”op. cit., pp 86 87, 96 97 
(9) Cf. Oksenberg, Ibid., pp 91-98; Harding，“Policy Making”op cit, pp 

139-142. 

側 7金大会 (1945'1'4月～6月）では代表数755j円であったが，その後1ooor，『を越

え， 9全大全（1969'1'4月）では， 1512れとなり，これまで町故多代表数となっ

ている。

(10現荘の第IO期中央委員会は，中央委員195人，候補委員124人的計319人でスター

卜した。 7全大会以降の変遷については，毛旦和子「中国共産党中央委員会的史

的分析Ir国際問題』 169号（1974年4月）害問。

ω 中央1＇｝記処は，日常的決定を行なう機構であっただけにその柿成町細部は不明で

ある。 1966年初頭町段階で，書記処書記IO名，候補書記3名であった。各書記が

それぞれ主背・！J＞項を処理する分業制であったと考えられている。丁望 r中共“文
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革明 i£動中的組織輿人事問題』蛍代中国研究所，香港， 1970＇＇ト， 4-6ベ ジ。

(13）政治局常務委員会は， S金大全（1956年9月）で中央委員全主席，国l主席および

書記処総書記によって構成する機構として設置された。

(1-0 全国代表会議は，全大金閉会期間中に開催してもよいと定められていたが，そこ

での決定は執行にさいL'1＇全会的許可を必要とした。 「中国共産党党章」第35条

一第3Bij,。WH百r新中国資料品成』第1巻， 72ページ。

Ill 中共中央主催会議の計量分析

きて，前節まで論じてきたところに基づいて，具体的に中国共産党の

政策決定を検討することとしたい。

1 目的・対象・期間

「中国共産党の政策決定」が，中華人民共和国建国以後の時期におい

て，どのような性質を持ち，またそれが，時間的にどのように変化した

かを記述することを課題とする。第1に，どのような政策決定機構が政

策決定過程に参与したか，その時間的変化はどのようなものかを検討す

る。第2に，決定された内容がどのような争点領域に属するか，また，

それらの決定はどの政策決定機購によってなされたかを検討する。かり

に，前者を傾向分析，後者を決定内容分析と呼ほう。

2 関係会議の抽出

初めに，われわれの関心は，政策決定に関与した各機構町会議がどれ

ほどあるか，におかれる。それは後段の分析における対象の全体集合で

あると同時に，会合がどれほどの頻度で開古語れるかということは，第1

の傾向分析の出発点ともいうべきことだからである。

しかし，これをii!iotに；EJ屋することには，かなりの困難カfともなうこ

とは．資料的制約だけからも容易に推測される。ここでわれわれはこれ

に対する対策をたてておかなければなるまい。

第1に，抽出する会言語は，党中央の会議，および，党中央が主催する
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表II 中国共産党年次別会議： 1949～1975厳

調関与t段階で閲f/iiが知られている中l吋共産党•I＇＇史的会議．および•I• リL

主rmの地）jで聞かれた会議

τγょと ’49 ’50 ’51 ’52 '53 ’54 ’55 ’56 ’57 ’58 ’59 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

＠ 

⑦ 

③ 

＠ 

全 大 会 。。。（） 。。。I 。1 

中 全 会 I I 。。。I 2 3 I 3 

( f.•l拡大） (I) (I) (I) (!) (0) (I) (0) 

政 if; 局 。。2 。4 2 。6 I 3 

（同拡大） (0) (OJ (0) (3) (0) (2) 

政治局常委 ／／  

－－－〆~ 。1 。
（同拡大） ／レ／

〆／

(0) 

中央書記処 。。。。。。。。。I 

中央工作 。。。。。。I 。。。
委 。。。。。I 。I 1 I 

（同拡大） (0) (1) (1) (!) 

全 民l 。。2 。4 。4 2 3 2 

f也 }j 。。。。。。。。1 5 

E；十 I I 4 。8 4 7 13 8 16 

ii' 
①～⑤は，党組約に定的i,hた機構て’あり，また継続的に会合を

弔ねていると年えりilる。上拙l位，事1111者向幅が広L、

。
2 

(0) 

4 

(4) 

。

。
。
1 

(!) 

。
。
7 

⑥，①は且的に比えない。＠には．党・＂＇・政府の代表が参加す

ると与えりれている。いつれも．ある時期か均継続的に全告をlf(

ねてL、る。＠～⑨も＂＇公式なものである。ただ L.Rは7全士会

規約にいヲ企ffl代表会議（決定［立中央委員会的許可を要する）を含

む。実際には 1回しか聞かれていない。何れも継続的機備でない。

’60 

。
。

I 

(0) 

。

。
I 

I 

(I) 

。
。
3 



’61 ’62 

。（） 

I I 

(0) (0) 

1 。
(0) 

。1 

(1) 

。1 

3 4 

。。

1 。
。。
6 7 
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’63 ’64 ’65 ’66 ’67 ’68 ’69 ’70 ’71 ’72 ’73 ’74 ’75 

。。。。。。I 。。。I （］ 。
｛） 。。1 。I I I 。（） I （｝ I 

(0) (I) (0) (0) (0) (0) 

I I 2 。。。。2 。。。I 。
(0) (0) (I) (2) (0) 

。I 2 5 。。。。。。。I 。
(I) (I) (I) (I) 

。。1 1 。。。。。。。。。
3 3 1 4 1 。。。。。1 。。
1 。。I 1 1 。I 。。。。。
(1) (0) (1) ω） (0) 

。1 。。。。。。。。。。。
。。1 。。。。。。。。。。
5 6 7 12 2 2 2 4 。。3 2 1 

名称はJ人のとおり。①全国代表大会，②，，，央委H金全体会議．③

政治局会議，④政治局常務委日会．⑤，，，央書記品会談。⑥中世ユ

作会議．⑦中央¥I(平安H会．③テーマ別全国会議．⑨／j.開催地名

で呼ばれる地方会議。いづれも例々に異なる。

＊拡大会議品 lを含む。 （表III参照）

小”l

4 

22 

(6) 

31 

(12) 

II 

(4) 

4* 

22* 

II 

(7) 

19 

7 
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全国会議および地方会議とする。

第 2 に，これらの会議を抽出するにさいしては， ~I）記の参考文献（ケー

ス・スタディーと資料集，および党の公式資料を主とする）によっておこ

なう。

第3に，会議の種類によって類別をおこなう。

このようにして抽出しえた範囲での党中央の会議を以後の分析対象と

する。したがって，ここでの検討は，あくまでも現時点で知りえた範囲

の会議についてのものであり，きわめて限定されたものでしかない。

ともあれ，以上の手続きによって抽出された会議は特定のカードに記

録され，分析作業と収計の誤りに備えることとした。表IIは，その集計

結果を年次別，会議種別に示したものである。政治局常務委員会は1956

年9月のB全大会で設けられた機構であるので，表IIではそれ以前向時

期を対象外としている。

3 傾向分析

表IIの結果からみても，各会議の開催頻度にはかたよりがみられ，ま

た，全体にしめる割合もことなっていることがわかる。時間的な変化は

のちに詳しく検討するとして，きさに27年聞の合計数からみることにし

たい。集計された各会議は，呼称による他，い〈つかの基準によって類

別することができる。即ち，公式＋非公式，常設的・継続的日臨時的とい

う機構内性格による類別，そして，常設的機構の会議は，通常参加資格

を有さないものをもふくむ拡大会議であるかいなかによって二分されよ

う。このようにして＇ 27年間の合計を類別したのが表Illである。表Illに

は会議の実数と，合計数131を分母とする百分率を示した。

表Illによれば，党規約に明確に定められた5つの機構の会議が全体的

54,9%を占め，党規約にいう「必要精鋭な機構」（ 9全大会， 10全大会

規約）に相当すると見られる「中央工作会議」および「中央軍事委員会」

が25.1%を占める。これらの常設的，かつ公式ないし準公式の会議は，
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表Ill タイプ別会議開催頻度

（百分率は小数第2位以下切捨）

専ヲぎ
平常 拡大 小計

実数 % 実数%実 数 %

全 大全 4 3.0 4 3 0 

z 中全会 16 12.2 6 4.5 22 16 7 

政 治局 19 14 5 12 9.1 31 23.6 

継

続
政常委 7 5 3 4 3.0 11 8 3 

的
式

書 記処 3 2 2 I 0.7 4 3.o 

常

設
小計 49 37.4 23 17.5 72 54.9 

的 準
中央工作 21 16 0 I 0.7 22 16.7 

兵n‘• 
軍 委 4 3.0 7 5.3 11 8.3 

式

小計 25 19.0 8 6.1 33 25.1 

言十 74 56.4 31 23 6 105 80.1 

非 全 国 19 14.5 臨
ム八

時
I也 方式 7 5.3 

白百

小計 26 19 8 

総 ot 131 100 
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計80.1%にのぼる。したがって，非公式．臨時的会議を開催するという

形での， 「大衆路線」の実現は，残リ19.8%強でしかないことがわかる。

ただし，仔細に検討すれば，常設的機構内会合の中には，多くの拡大会

議が含まれていることがわかる。公式に定められた5機構の場合， 23回，

全体的17.5%，準公式の2機構では8回， 6.1%，両者を合わせて31回，

全体の23.6%の多きに上る。

各機椛の内，最も会議開催数が多いのは，政治局の31回（23.6%）であ

り，以下，中央委員会全体会議 中央工作会議が共に22回（16.7%），テー

マ別全国会議19回（14.5%），政治局常務委員会・中央軍事委員会11回（8.3

%）と続いている。開催数の多少は，各機構の重要度をある程度反映す

るものと言えようが，機密保持などの理由から，開催を明らかにしない

ケースを考慮しておかねばなるまい。この意味では，日常的諸決定を下

す政治局常務委員会および中央書記処，また軍事に関する諸問題を扱う

中央軍事委員会については，知りえた範囲での会議開催数を，そのまま

実際の会議開催数と考えることは明らかに危険である。ことに書記処の

会合が4回しか記録されていないのは明白に，その日常性ゆえに記録に

登場しない側面を持とう。

それでは，以下，時期的な偏よりについて検討してみよう。度数分布

がわかっている場合，とeの点で分割するeかについては種々の方法が用い

られるが，ここでは現段階で中国共産党史研究がもたらす知見から時期

区分をおこなうことにする。各時期は次の期間と名称、を与えられる

(1）建国期 1949年～1954年11月（7期2中全会～中華人民共和国憲法施

行）；中華人民共和国建国から憲法施行までの期間は，人的・機構的

に党と国家の区別がつきにくし党としての活動は表面に現われな

かった。また党指導者も各部門のエキスパートだったわけではなし

試行錯誤の連続であったろう。

(2）大躍進期 1958年12月（8期6中全会）まで；毛沢東は6中全会で次

期国家主席候補にならないことを表明し，これが採択された。この
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時期は．農業合作化から大躍進への進展を含む。

(3問l少奇時代 1965年1月（中央工作会議）まて1毛沢東が党務に専念す

ることになって以来．党の最高指導部は第一線と第二線にわけられ

たといわれる。この時期には劉少奇の指導力が強化された。

(4）文化革命JYI 1969年4月（9Wll中全会）まで；プロレタリア文化革命

の期間である。この時期には党中央に深刻な分裂が見られ，党の機

能も著しく低下している。党・政府・ wの3者の関係が注目される

時期である。

(5）文化革命以後 1975年まで；文化革命的収束（一応9全大会と考え

る）以後の時期を r周思来的時代」とする論者ーもあるが，不明な古

が多い。

このようにして，表IIの各年ごとの集計を，各時期gljに再集計したの

が，表Naでhある。一瞥してわかるように，文化革命以後の時期について

は周辺度数が著しく小さし時期的傾向を論じるほどの資料が得られな

いことを示していよう（図V長期的傾向参照）。林彪・隙伯遠の失脚，

批林批孔運動，旧幹部の復活といった多くの問題を抱えた時期jであるだ

けに，党中央の会議がこれだけしか開かれなかったとは信じ嫌い。党活

動よりも国家建設に重点がおかれていた建国JYJに比べても，その半分し

かないのである。対象期間の長さからいえば，約1年長いにもかかわら

ず。

各時期別にみて，もっとも会議数が多いのは大躍進期で計44，ついて、

劉少奇時代の計34である。会議の稜別にみれば，劉少奇時代的中央工作

会議が14でもっとも多〈，大躍進期のテー7別全国会議11がこれに統〈。

ただし，臨時会議として全国会議，地方会議を一括すれば計17となり，

劉少奇時代の中央工作会議よりも多い。会議開催数の多い順に，各時期

的上位3位までを挙げれば，表Nbのごとくになる（文革以後の時期を除

くLこの表は，各期においてどの機構がひんぱんに会議を開催したかを，
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表 Nb 時期別開催頻度上位機構
＼＼ 建国期 大躍進期 劉少奇時代 文革期

1 政 j古 局 全 国 中央工作 政 常委

2 会 国 政 j古 局 政 治 局 中央工作

3 中 全 L>-Zエミ 中 全会 中 全会
中央工作
軍 委

政策決定への関与の指標とみなすならば十分意味がある。しかし，各時

期における全会議数に占める比率，特定の機構の特定の時期への集中度

を考慮することはできない。そこで，この両者を考慮した上で，表Na,

において，機構gが時期1において，全般的視野からみてどれほど傑出

しているか（あるいは劣位にあるか）双準比率を検討する必要がある。

表Neは，双準比率としてダンカンの localquo白印tによって計算した

ものてvぁ~＇＇.計算にさいしては，周辺度数からみて資料的制約ゆえに時

表Nc local quotient• 

機、＼＼構時＼、期l建国 j町 大躍進lYI 劉少奇時代 文草期

中全会 1.0 1.3170 0. 7272 0.8181 

政治局 1.8095 0.9930 0.9870 0.3701 

政常委 。 0 2780 0.6909 3.6272 

中央工作 。 0.2780 2 3030 1.4805 

委 0.6333 0.8341 1.0363 1.5545 

全国｛テーマ別） 2 0 1.6097 0.3636 。
地 方 。 2.3832 。 0.7402 

m小数占第5位以下切拾
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期的傾向を検討するにいたらないと思われる文市以後の時期をまづ除外

した。っき1こ，機構自身の性格ゆえに度数が最小lこなる全国代表大会と書

記処を対象外とした。 local quotientの歪みを少なくするためである。

計算結果の示すところてすま，文革期における政治局常務委員会が3.6272

と最大値を示L，ついで〔大躍進期〕地方会議・：2.3832，〔劉少奇時代〕

中央工作会議： 2.3030，〔建国期〕テー7~1)全国会議 2.0 となっている。

さらに，表Neによれば，各機構の相対的傑出向度合いは一様に変化して

いるのではなし時期を追うごとに localquotientの値が増加するも

の，逆に低下するもの．増減を繰り返すものの3グル プに類別しうる

ことがわかる。これら3グループをA, B, Cとすれば， A.政治局常

務委員会，中央工作会議，中央軍事委員会； B.政治局，テーマ別全国会

議， c.中央委員会全体会議，地方会議，となる。 AグJレプは1949年～

1969年という対象期間を通じて，その重要性が高まってきたものであろ

うか。政治局常務委員会は8全大会において，日常工作の統括を意図し

て設置されたものた’けに，この急激な上昇は興味をひく。この傾向の解

釈には種々ありえようが，文化革命という常軌的手続きでば処理しえな

い巨大な現象が，党の最高指導者による意思決定を次々に必要としたと

も考えられる。さもなければ，日常性のなかに埋没して，特に記録に留

められなかったと見ることができょう。これとは~IJに，中央工作会議が

劉少奇のリーダーン yプと密接に関連してい丈；？とする見解をとるならば，

毛沢東・林彪のグループは最少の人員からなる政治局常務委員会の場に

拠って始めて「実権派Jに対抗しえたのだ，と解釈することも可能であ

る。総参謀長緩瑞卿，北京市長彰真への批判，工作組批判などは，いず
｛ω 

れも政常委で行なわれたといわれる。

Aグノレ プでは，中央工作，軍委ともに党規約上の位置づけがあいま

いであり，しかも，常設的機構といえる。前者は，党・政府・軍という

3つの巨大な官僚制の代表によって構成されると考えられており，後者
陥｝

は軍内部の党機構の頂点に位置し，事実上国防の最高決定機関である。
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図V 累積会議数と長期的傾向
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これらの会議が重要性を増したかにみえることは，一面において，政策

決定過程における「大衆路線」の実現とは程遠い現象でるあろう。留j少奇

時代に中央工作会議が集中L，草委が文革期に重要性を増すことは，両

時期の特質を現わすもののように思える。劉少奇時代にあっては，党官

僚が優越し政策決定権能も比較的集中されていた。文革期には党の官僚

制lが頂点から崩壊し，明らかに軍が政治の表舞台に登場した，という風

に。性急な解釈は慎まなければならないが， Aグループは，毛沢東の後

継者とされた劉少奇，林彪の台頭と当然関連するのであろう。 B, C両

グループは，このような解釈を支持するのではないだろうか。ただし，

中央工作会議は， l!i何年， 10全大会に先立って党規約改正案を検討する

ために開催されており，劉少奇との関連だけを論ずるのは誤りであろう。

党・政・軍3者の代表が出席するところからみて，組織横断的な意恩、決

是引（Inter。rg叩 i叫 ion

されなければならない。

4 傾向分析のまとめ

以上，各機構の開催数に基づく，初歩的な検討を試みた。いまだ体系

的一般的知見をうるまでにはいたらないが，断片的にはかなり面白い結

果が表われているロ

とりあえずの結論として，以下の諸点を指適しておきたい。

毛沢東はかつて，中央は年4回の会議を開催L，党大会を 1回開くと

述べたことがあるJ『1965年までは明らかに中央の会議はこれよりも多

い。党大会が開催されないかわりに，その他の会議が聞かれてきた。ど

のような政策決定機構が用いられるかは，その時期的政治情勢と密接な

関連があり，大躍進期に非公式的臨時的機構としての地方会議やテー？

別全国会議の重要性が増L，文革期に非公式的性格を持つ中央軍事委員

会が重要性を増すという側面が明らかになった。言うまでもなし激動

の時期にこのような非公式的機構が用いられること自体が激変の一つの
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安素ではあるが．数足的な If~で訂正認しておくことにも 定の意味があろ

う。 ドナノレド・クラインによれば，国務院は1949年から1966年3月まで

に385回の会議を開いたという。平均して月 2回程度である。 ただL,

1949年から1954年までの聞にI；！，ほほ1週に 1回であったのが，以後の

"' 時期には月 1回に減じている。建国期に国務院（当時は政務院）の会議

がひんぱんに開かれ，党中央の会議が少ないことは，実質的を政策決定

が政務院においてなされたのではないか，という推論を導ぴこう。

党の下級幹部，地方幹部と中央とのチャネノレは，公式的常設的機構の

わくを拡大するばかりでなく，課題毎に全国会議を開き，あるいは中央

から地方に赴いて会議を開くなどの形式によって存続している。しかし，

これらは常時保証されてきたのではなし時期的にかなり異なっていた。

政治局会議，テーマ別全国会議は建国当初に比べて徐々にその重要性

を低下させ，かわって政治局常務委員会，中央工作，中央軍委などが重

要性を増しているように思われる（注意すべき点は，政治局の拡大会議

の占める比率が増加していることであろう。表!Va.参照）。中央委員会，

地方会議の開曜頻度の変動と共に，党中央のリーダーシップとの関連が

注目される。

このような傾向は，政策決定の性格内容とどのように関連するのであ

ろうか，この点が第2の課題である。

(1975年10月初日，以下次号）

注

(1) 1966年まてーの全議については，パリス・ H・ チャンが作成した年表があるが，会

議数，開催時期，討議内容などに疑問がないて’はない。 Cf.Chang, Parris H., 

"Research Notes on白eChanging Loci of Decision in CCP’＇， The Chi叩

Q同地rly):'lo 44, Oct-Dec, 1970, Appendix 

(2）これは政治局常務委員会的場合でも同様であろう。劉少奇によれば，彰真は事実

上党の副総書記であり，常務委員会に常に参加L.党指導部町中心に位置したと

いう。しかし．表Hにあげられた常務委員会町会合は過半が彰真の央脚後のもの

であり，それ以前向ものにも，彰真町出席はほとんど認められない。劉少奇の言
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葉が正しいとすれば．われわれの限にふれない．常務委員会会議があったと与え

るのが合理的であろう。劉j;奇＇Yi:'i•J~• ／＇ 9.とTl県民主人士座談合 1・!I~品『前記要J・
宮川書房編集部制『劉少奇話録J・；；川市JJi.東証1967'I'. pp. 20～21.また， m:.1

淳良「劉少杏年譜1959-!969J r社会科F討究』 16巷3・IJ, p. 296. 

また，中央軍事委員会については，パリス・チャン町会議司表にはない数図的合

識が今回見出された。表IIと前掲のチャンWt北町年表を比較されたい。 Chang,

“The Changing Loci”。ρ.cit. 

(3）宇野編著，前掲 r党史研究の現段階』，宇野m附苦＇＂’l司共＇＂党史研究子.：~』 l

・下，日本放送出版協会，東京， 1973-1974'!'，衛藤滞吉「中国ニトJc11＇史梢 J

同氏編 rアジア現代史s毎日新聞社， 1969司所収；泊薙然「，，，共政椛2011'J r明

報月刊』 19694'10月～11月；Teiwes,Frederick, “Chinese Politics 1949～1965 
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DECISION MAKING AND THE CHINESE COMMUNIST PARTY (I) 

-A  Typological Study of Decision Makmg一

<{Summary);> 

Ak10 Moriyama 

This article is a typological study of the decision making process of the Chinese 
Communtst Party The d•mension of “Mass-line”is employed to illuminate the 
policy making structure, based on Harry Harding’s framework with Significant 
cnttc1sm. 
In analyzing 131 meetings of the decesion making councils, this essay has sought 

to shed new light on how the Party organization has actually functioned. 

The “Mass-line" is advocated by leaders of the CCP as a mode of 

policy makmg. Seemg from an analysis！’s point of view, the "Mass-line" 

means not only to take the ideas of the masses and concentrate them, but the 

decision-makers’efforts to seek the backmg of public opm1on. Chmese 

leaders have recognized that the structure, decision-making procedures have 

significant consequences of politics. Hence, the history of the CCP has been 

a contmuous attempt to mst1tut10nalize the “Mass-hne＇’m the political 
system, to increase the vigor, effeciency, and flex1bility of the bureaucracy. 

References have been found to more than one hundred gathermgs of the 

Party center from 1949 to 1975 Some meetings were referred to by the 

name of the place in which they were held On some occasions, such 

meetmgs had an mst1tutumal label, such as a Central Secretariat meeting, 

Politburo meeting, Politburo Standmg Committee meeting, or an enlarged 

meeting of them (meaning the Politburo plus others and the Standmg 

Committee plus others). On other occasions, meetings were labeled a Central 

Work Conference, or Military Affairs Committee meetmg. Very 11ttle has 

been known regarding these two councils. Most references to the probable 

functions or personnel of the councils have been based on speculation On 

yet other occa51ons, the participants were primariiy cadres at lower levels 

along with selected officials of the Party center apparatus. 

Fragmentary picture of decision makmg process of the CCP that has 
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emerged from a quantitative study of these p出eringsugges回 出ata pivotal 

part of the policy makmg machinery has been different m periods, probably 

because of the leadership. The lower cadres could affect policy m a vanety of 

ways, when the arena of political conflict was expanded. In this respect, 

policy was not only a product of action of the topmost level of出ehierarchy 

but of interaction between the Top leadership and cadres at lower levels. 


